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<<P.25>> 

 

９ 安全管理 

 

［留意事項］  

① 現場パトロールの体制・安全巡視の頻度を明記しているか。 

（参考）土木請負工事必携 建設工事公衆災害防止対策要綱 

第１章 総則 第21 (安全巡視) 

１ 施工者は、作業場内及びその周辺の安全巡視を励行し、事故防止施設の整備及び 

その維持管理に努めなければならない。 

２ 施工者は、安全巡視に当たっては、十分な経験を有する技術者、関係法令等に 

精通している者等安全巡視に十分な知識のある者を選任しなければならない。 

② 建設工事公衆災害防止対策要綱に基づく災害防止対策の実施内容が、施工計画書に反映さ 

れているか。 

③ 第三者の通行に際しての支障はないか。［特に夜間時における保安施設の視認性・作業時 

間外の規制形態・交通開放形態（必要な有効幅員や平坦性の確保など）］ 

④ 作業主任者の配置が必要な作業（３１ページ参照）については、作業名および作業主任者 

の氏名等を記載しているか。また、資格を要する作業については、作業名および、資格名 

を明記し、資格者を配置することが記載されているか。（３１ページ参照） 

（参考：地山の掘削作業の選任と職務 安衛則３５９、３６０） 

掘削面の高さが2メートル以上となる掘削の作業を行う場合は、地山の掘削作業主任者 

技能講習を修了した者から作業主任者を選任しなければならない。 

地山の掘削作業主任者の主な職務 

・作業の方法を決定し、作業を直接指揮する。 

・器具及び工具を点検し、不良品を取り除く。 

・墜落制止用器具及び保護帽の使用状況を監視する。 

⑤ 土木工事安全施工技術指針に記載のない急傾斜地工事等を施工する場合には、固有の安 

全対策について監督職員と協議し施工計画書に記載すること。 

⑥ 法令に基づき作業計画の策定が必要な作業が有れば、作業計画書などを作成し、関係する 
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作業員に周知することを記載する。 

⑦ リスク工程表を作成し、施工計画書に添付する。（土木工事共通仕様書附則 第１編 共通 

第1章総則１－１－２６：記入例 ３２ページ参照） 

27－25 

⑧ 作業中止基準を明記する。（強風・暴風・大雨・大雪・中震以上の地震等） 

⑨ 架空線等上空施設については、工事に係わる全ての場所について、現地調査による種類、 

位置（場所、高さ等）、管理者の確認及び、その事故防止措置を具体的に記載する。 

・調査場所（工事現場、土取場、建設発生土受入地、資材置き場、現場事務所への経路） 

・事故防止措置（架空線防護、高さ制限装置、明示看板、立入禁止、監視員配置） 

⑩ 地下埋設物等については、現地調査による種類、位置（場所、深さ等）、管理者の確認及 

び管理者との立会や試掘及び、その事故防止措置を具体的に記載する。 

・調査の確認方法（埋設位置が明らかな場合を除き、管理者に立会を求め試掘を実施。） 

・事故防止措置（杭や旗による埋設位置の周知、必要に応じ手掘りでの掘削を実施。） 

・図面にない場合でも現場着手時に周辺状況の確認を行い、埋設物の存在が疑われる個所に 

おいては試掘を行う（表示杭、プレート、散水栓、人孔、メーターボックス、引込線等） 

 

 

 

⑪ 受注者は、転落・墜落事故に繋がる可能性のある作業を行う工事については、監督職員か 

ら『建設現場における安全点検チェックリスト（大阪府都市整備部）』を受領し、「２． 

安全点検表（個票）」の中から、転落・墜落事故防止に関連する項目を抜粋し施工計画書 

へ添付するとともに、ＫＹ活動などを通じて、全作業員へ周知徹底することを記載する。 

⑫ 高所作業がある場合は、墜落制止用器具の着用等について記載する。（フルハーネス型墜 

落制止用器具に係る特別教育を含む）水辺・船上作業がある場合は、ライフジャケットの 

着用等について記載する。 

⑬ 熱中症の危険性がある時期の工事については、熱中症の対策について記載する。 

⑭ 地下施設等の作業では、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の配置等について記載する。 

⑮ 火災予防・盗難予防について記載する。 

⑯ 労働安全衛生法による計画届が必要な作業がある場合は、その届出について記載する。 

作業員に周知することを記載する。 

⑦ リスク工程表を作成し、施工計画書に添付する。（土木工事共通仕様書附則 第１編 共通 

第1章総則１－１－２６：記入例 ３２ページ参照） 

27－25 

⑧ 作業中止基準を明記する。（強風・暴風・大雨・大雪・中震以上の地震等） 

⑨ 架空線等上空施設については、工事に係わる全ての場所について、現地調査による種類、 

位置（場所、高さ等）、管理者の確認及び、その事故防止措置を具体的に記載する。 

・調査場所（工事現場、土取場、建設発生土受入地、資材置き場、現場事務所への経路） 

・事故防止措置（架空線防護、高さ制限装置、明示看板、立入禁止、監視員配置） 

⑩ 地下埋設物等については、現地調査による種類、位置（場所、深さ等）、管理者の確認及 

び管理者との立会や試掘及び、その事故防止措置を具体的に記載する。 

・調査の確認方法（埋設位置が明らかな場合を除き、管理者に立会を求め試掘を実施。） 

・事故防止措置（杭や旗による埋設位置の周知、必要に応じ手掘りでの掘削を実施。） 

・図面にない場合でも現場着手時に周辺状況の確認を行い、埋設物の存在が疑われる個所に 

おいては試掘を行う（表示杭、プレート、散水栓、人孔、メーターボックス、引込線等） 

⑪ 受注者は、P39～41に添付している『安全点検チェックリスト』を確認し、当該工事内容に該当す

る項目のみを抜粋し施工計画書へ添付するとともに、ＫＹ活動などを通じて全作業員へ周知徹底する

ことを記載する。 

⑫ 受注者は、転落・墜落事故に繋がる可能性のある作業を行う工事については、監督職員か 

ら『建設現場における安全点検チェックリスト（大阪府都市整備部）』を受領し、「２． 

安全点検表（個票）」の中から、転落・墜落事故防止に関連する項目を抜粋し施工計画書 

へ添付するとともに、ＫＹ活動などを通じて、全作業員へ周知徹底することを記載する。 

⑬ 高所作業がある場合は、墜落制止用器具の着用等について記載する。（フルハーネス型墜 

落制止用器具に係る特別教育を含む）水辺・船上作業がある場合は、ライフジャケットの 

着用等について記載する。 

⑭ 熱中症の危険性がある時期の工事については、熱中症の対策について記載する。 

⑮ 地下施設等の作業では、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の配置等について記載する。 

⑯ 火災予防・盗難予防について記載する。 

⑰ 労働安全衛生法による計画届が必要な作業がある場合は、その届出について記載する。 
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⑰ 大雨や強風等の異常気象時の防災対策について記載する。（記入例 ２７ページ参照） 

 

 

<<P.36>> 

 

１３ 現場作業環境の整備  

  

現場作業環境の整備に関して、設計図書（数量総括表）に現場環境改善費（率分）が記載されて 

いる工事については、現場環境改善の取組みを実施するものとする。 

この現場環境改善については、土木工事共通仕様書附則 第１編 共通 第 1 章総則１－１－２６に 

基づき、原則として、次表の各計上費目に１内容ずつ（いずれか１費目は２内容）の合計５項目を 

実施するものとし、その具体的な実施内容、実施期間について施工計画書に記載すること。 

また、設計積算で積み上げ計上されたものについても記載のこと。（記入例 参照） 

 

 

計上費目 実施する内容（率計上分） 

現場環境改善 

（仮設備関係） 

１.用水･電力等の供給設備、２.緑化･花壇、３.ライトアップ施

設、 ４.見学路及び椅子の設置、５.昇降設備の充実、６.環境負荷の

低減 

現場環境改善 

（営繕関係） 

１.現場事務所の快適化（女性用更衣室の設置を含む）、２.労働宿舎の快適化、 ３.

デザインボックス(交通誘導警備員待機室)、４.現場休憩所の快適化、 

５.健康関連設備および厚生施設の充実等 

現場環境改善 

（安全関係） 

１.工事標識・照明等安全施設のイメージアップ(電光式標識等)、 

２.盗難防止対策(警報機等) ３．避暑（熱中症予防）・防寒対策 

地域連携 １.完成予想図、２.工法説明図、３.工事工程表、 

４.ﾃ ｻ゙ ｲ゙ﾝ工事看板（各工事PR看板含む）、                  

５.見学会等の開催(イベント等の実施含む)、                

６.見学所(インフォメーションセンター)の設置及び管理運営、７.パンフレット 

･工法説明ビデオ、８.地域対策費(地域行事等の経費を含む)、９.社会貢献 

 

⑱ 大雨や強風等の異常気象時の防災対策について記載する。（記入例 ２７ページ参照） 
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１３ 現場作業環境の整備  

  

現場作業環境の整備に関して、設計図書（数量総括表）に現場環境改善費（率分）が記載されて 

いる工事については、現場環境改善の取組みを実施するものとする。 

この現場環境改善については、土木工事共通仕様書附則 第１編 共通 第 1 章総則１－１－２６に 

基づき、原則として、次表の各計上費目に１内容ずつ（いずれか１費目は２内容）の合計５項目を 

実施するとともに、主に現場の施設や設備に対する熱中症対策・防寒対策を実施する場合は、その具

体的な実施内容、実施期間について施工計画書に記載すること。 

また、設計積算で積み上げ計上されたものについても記載のこと。（記入例 参照） 

 

計上費目 実施する内容（率計上分） 

現場環境改善 

（仮設備関係） 

１.用水･電力等の供給設備、２.緑化･花壇、３.ライトアップ施

設、 ４.見学路及び椅子の設置、５.昇降設備の充実、６.環境負荷の

低減 

現場環境改善 

（営繕関係） 

１.現場事務所の快適化（女性用更衣室の設置を含む）、２.労働宿舎の快適化、 ３.

デザインボックス(交通誘導警備員待機室)、４.現場休憩所の快適化、 

５.健康関連設備および厚生施設の充実等 

現場環境改善 

（安全関係） 

１.工事標識・照明等安全施設のイメージアップ(電光式標識等)、 

２.盗難防止対策(警報機等)   

地域連携 １.完成予想図、２.工法説明図、３.工事工程表、 

４.ﾃ ｻ゙ ｲ゙ﾝ工事看板（各工事PR看板含む）、                  

５.見学会等の開催(イベント等の実施含む)、                

６.見学所(インフォメーションセンター)の設置及び管理運営、７.パンフレット 

･工法説明ビデオ、８.地域対策費(地域行事等の経費を含む)、９.社会貢献 
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<<P.38>> 

 

附則 

 本手引きは、平成24年4月1日から施行する。 

 本手引きは、令和4年4月1日から施行する。 

 本手引きは、令和4年７月1日から施行する。 

 本手引きは、令和5年 1月1日から施行する。 

 本手引きは、令和6年 8月1日から施行する。 

 本手引きは、令和7年 2月1日から施行する。 

 本手引きは、令和7年 4月1日から施行する。 
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附則 

 本手引きは、平成24年4月1日から施行する。 

 本手引きは、令和4年4月1日から施行する。 

 本手引きは、令和4年７月1日から施行する。 

 本手引きは、令和5年 1月1日から施行する。 

 本手引きは、令和6年 8月1日から施行する。 

 本手引きは、令和7年 2月1日から施行する。 

 本手引きは、令和7年 4月1日から施行する。 

 本手引きは、令和7年 9月1日から施行する。 
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